宮崎市都市計画提案制度手続要領に基づく都市計画の決定等の評価基準
（都市計画の決定等の判断に係る評価基準）

第１条　宮崎市都市計画提案制度手続要領（平成20年9月1日告示第349号。以下「要領」という。）第16条の規定に基づき、次のように定める。

（１）要領第10条第1項第3号に規定する「土地所有者等の概ねの理解が得られていること」、及び同第6号に規定する「当該事業の実現性があること」の評価基準は、当該計画提案に係る都市計画法（昭和43年法律第100号）第21条の2第1項に規定する土地所有者等（以下同じ。）の概ね全員の同意を得ていること、及び当該同意に係る土地の地積の合計が、当該提案区域の概ね全域を占めていること。
（２）前号において、土地所有者等の全員の合意が得られず、及び合意に係る土地の地積が、提案に係る土地の区域の全域を占めていない場合にあっては、同意が得られていない理由及び同意が得られていない土地所有者等に対する計画提案者の対応方針を明らかにした書類を提出するものとし、市は当該書類の内容を総合的に勘案し、土地所有者等の概ねの理解が得られているかどうかの判断を行うものとする。
　　　附　則

（施行期日）

この基準は、平成20年9月1日から施行する。









